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１．策定趣旨

• 令和３年７月に策定した「市街化区域内の土砂災害特別警戒区域を市街化調整区域に
編入する取組方針」（以下「当初方針」という。）に基づき、市街化区域の縁辺部、かつ、低
未利用地を対象に、１回目の逆線引きを進めている。（本日の第２、３号議案）

• 当初方針では、将来の目指す姿や取組を進めるにあたっての基本的な考え方等を記載してい
るものの、２回目以降の具体的な取組の進め方や目指す姿の実現に向けたスケジュール等を
示していないことから、１回目の取組を実施する中で見えてきた課題等を踏まえて、令和７年
度以降の本取組の進め方を示すものである。

▼令和3年7月に策定した当初方針（第248回広島県都市計画審議会において報告）

目指す姿 基本的な考え方等
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２．現状・課題

• 本県は全国最多となる約45,000箇所の土砂災害特別警戒区域（レッド区域）が指定され
ている。

• 平成30年７月豪雨等の集中豪雨に伴う土砂災害の発生により、土砂災害警戒区域内等
において甚大な被害が発生しており、ハード・ソフト対策が一体となった総合的な防災・減災対
策により、都市の災害リスクを低下させ、災害発生時においても人命を守り、被害を最小限に
止めることが喫緊の課題となっている。

出典）全国における土砂災害警戒区域等の指定状況
（令和6年9月末時点）（国土交通省）

R区域，Y区域ともに
全国最多

出典）平成30年７月豪雨災害（広島県土木建築局砂防課）
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３．上位計画への位置づけ

• 県の総合計画である「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」において、「持続可能なまちづくり」
の実現に向けて、『災害に強い都市構造の形成』を図ることとしている。

• また、本県で策定している「広島県都市計画制度運用方針」や「広島県都市計画区域マス
タープラン」等において、逆線引きの取組を位置付け、県と関係市町が連携・協働し、本取組
を推進することとしている。

▼広島県都市計画制度運用方針 抜粋 ▼広島県都市計画区域マスタープラン 抜粋
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４．先行取組を実施して

• 先行取組での地元調整時の対応等を振り返った結果、次のような課題や対応の必要性が明
らかとなった。
 宅地においては、継続居住する人が多いと想定されることから、逆線引きの実施よりも、

災害リスクの周知や警戒避難体制の構築等のソフト対策の徹底が重要
 関係部局との密な連携
 実施効果等を踏まえた優先度の設定

（１）地元調整等における意見

主な意見等 課題・対応

地
元
調
整

 逆線引き後もそのまま住むことができるのか。
 固定資産税はどれくらい変わるのか。
（逆線引き後も継続居住を想定した質問が多数あった）

逆線引き後も、継続して居住し続ける人が多いこと
が想定され、逆線引きを実施したとしても住み続け
ることは可能であるため、居住している限り、逆線
引きにより災害リスクは軽減しないことから、引き続
き、ソフト対策の徹底が重要。

 逆線引きよりも対策工事を優先してほしい。
 そもそも土砂災害特別警戒区域の指定自体を知らない。

地元説明時等において、砂防部局と連携して進め
る必要がある。

都
市
計
画

審
議
会

 リスクの重大さ等を加味して優先順位をつけるべき。

対象箇所を細分化した上で、実施効果や課題等を
踏まえ、優先順位を設定する必要がある。

市
町
意
見

 次回の取組でも低未利用地を対象とすべき。
 土砂災害特別警戒区域内の部分的な低未利用地の逆

線引きについても検討すべき。
 将来的な開発見込み等、実施効果も踏まえるべき。
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４．先行取組を実施して

• 市街化区域の縁辺部にも、対象区域内の一部が低未利用地の箇所が多数残っており、当該
低未利用地の部分的な逆線引きの実施についても検討が必要。

（２）全体箇所数

市街化区域内の土砂災害特別警戒区域

市街化区域内の縁辺部 市街化区域内部

低未利用地

（先行取組）

都市的土地利用が

行われている箇所

低未利用地 都市的土地利用が

行われている箇所

箇所内,低未利用地 箇所内,低未利用地

約10,000箇所

(約1,200ha)

525箇所

（25.5ha）

約4,300箇所

（約570ha）
約900箇所

(約70ha)

約4,500箇所

（約540ha）

（約310ha） （約370ha）

… 未実施箇所のうち、低未利用地
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５．今後の取組の方向性

• 災害に強い都市構造の形成に向けた課題や必要な対応を分析した結果、低未利用地につい
ては、土砂災害特別警戒区域での新たな開発を防止するために、逆線引きを実施することが
効果的であることが分かった。

• 一方で、宅地については、逆線引きを実施したとしても住み続けることは可能であるため、そこに
居住等している限り、逆線引きにより土砂災害リスクは軽減しないことから、災害リスクの低い区
域へ移転しない（できない）理由に応じた対策を講じる必要がある。

低未利用地での
逆線引きの優先実施

具体の取組案

ハ
ー
ド
対
策

ソ
フ
ト
対
策

（これから居住が見込まれる）

低未利用地

（すでに居住している）

宅 地 個別の移転しない（できない）理由に応じた

従来のソフト対策事業を継続・拡充実施

（取組例）

• 災害リスク認知等に向けた取組の推進

• 移転支援制度の充実化

• 様々な機会を捉えた支援制度の周知

• 移転支援制度活用相談時での働きかけ

・
・
・

災害リスクの高い区域
からの移転促進

低未利用地化

災害リスクが高い
にも関わらず居住

災害に強い都市構造の形成
（＝土砂災害死ゼロ）

激甚化・頻発化する土砂災害により、
甚大な被害が発生

ギ
ャ
ッ
プ

＝

目指す

姿

課 題
土砂災害の発生を
阻止できていない

適切な避難行動を
とっていない

現状

経済的な理由で
引っ越せない

住み慣れた地域を
離れたくない

危機意識が低い
（自分の家は大丈夫）

新たな開発が
行われてしまう

・
・
・

災害リスクが高い
にも関わらず居住

必要な対応

土地価格の下落により、経済性を重視する人

による開発需要が一定程度あることから、

法的拘束力をもった開発規制が効果的
新たな開発が
行われてしまう
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６．低未利用地での逆線引きの進め方
• 対象区域の位置（市街化区域縁辺部、内部）のほか、新たな開発を防ぐ観点から、将来的

な開発見込の高い区域（田、畑、平面駐車場等）と新たな開発が見込まれにくい区域（道
路、公園等）に分類した上で、優先度を設定した。

• 市街化区域縁辺部かつ、田や畑、平面駐車場等の将来的な開発見込の高い低未利用地
から優先的に実施する。

位置
土地利
用現況 逆線引きによる効果 優先度 箇所イメージ

市街化
区域
縁辺部

田、畑、
平面駐
車場等

 集約型都市構造の実現に向けて、市街化区域外縁部へ
の都市の広がりを防ぐ観点から、効果的。

 開発見込みが高く、低未利用地への居住や店舗等の新
築を抑制する観点から、効果的。

◎

道路、
公園等

 集約型都市構造の実現に向けて、市街化区域外縁部へ
の都市の広がりを防ぐ観点から、一定の効果はあるが、低
未利用地への居住や店舗等の新築が見込まれにくいため、
効果は低い。

△

市街化
区域
内部

田、畑、
平面駐
車場等

 開発見込みが高く、低未利用地への居住や店舗等の新
築を抑制する観点から、効果的。 ○

道路、
公園等

 低未利用地への居住や店舗等の新築は見込まれにくいた
め、効果は低い。 △

7



低未利用地

縁辺部

約340ha

（28%）

低未利用地 内部

約440ha（36%）

宅地

約430ha

（36%）

先行実施箇所

25.5ha（2％）

開発見込高

約250ha

(21%)

開発見込低

約60ha

（5％）

開発見込高

約310ha

（25%）

開発見込低

約130ha

（11%）

６．低未利用地での逆線引きの進め方

市街化区域内
土砂レッド区域
約1,200ha

• 対象区域の位置（市街化区域縁辺部、内部）のほか、新たな開発を防ぐ観点から、将来的
な開発見込の高い区域（田、畑、平面駐車場等）と新たな開発が見込まれにくい区域（道
路、公園等）に分類した上で、優先度を設定した。

• 市街化区域縁辺部かつ、田や畑、平面駐車場等の将来的な開発見込の高い低未利用地
から優先的に実施する。

次回優先箇所
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６．低未利用地での逆線引きの進め方

• 土砂災害特別警戒区域内に宅地と低未利用地が混在している箇所のうち、低未利用地の
部分的な逆線引きも進める。
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７．今後の取組推進にあたっての留意事項

 先行取組に比べ、今後の取組では対象箇所が非常に多く、相続人不明土地等がさらに増え
ることが想定されることから、より効果的、効率的な周知方法等を検討する必要がある。

（１）土地所有者等との合意形成

 低未利用地の逆線引きを行う際に、同一の土砂災害特別警戒区域内にある宅地の土地所
有者等から逆線引きの希望があった場合は、優先的に逆線引きを実施する。

（２）宅地における逆線引きに着手するまでの対応
① 逆線引き希望があれば優先実施

② 逆線引き実施に向けた機運醸成

 宅地における逆線引きにあたっては、生活に及ぶ影響が大きいと想定されることから、具体的な
実施方針について、慎重に検討を進める必要がある。

 県・市町のHPや行政広報誌等を通じて、取組の概要や必要性、逆線引きによる影響等につ
いて広く周知し、県全体における逆線引きの推進に向けた機運醸成を図る必要がある。

（３）関係機関との連携

 本取組の推進にあたっては、県・市町における密な連携のほか、土砂災害リスク情報の認知度
向上や移転支援制度の周知・充実等に向けた関係機関との連携が重要である。
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８．ロードマップ

• 当初方針（R3.7）において示した、概ね20年後の目指す姿（逆線引きが概ね完了してい
る）の実現に向けて、本取組方針で整理した優先度等を踏まえ、ロードマップを作成。

※ ※

※
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９．取組方針策定までの経緯

※ ※

※

《策定までの経緯》

R5年5月 市町に対して、先行取組の振り返りアンケートを実施し、
次回以降の取組に向けた課題等を抽出

R5年6月 取組方針のたたき台の作成に着手

市町勉強会（２回）、市町検討WG（２回）、市町意見照会を実施

R5年12月 取組方針案の作成に着手

市町担当課長会議、市町意見照会を実施

R6年12月 市町担当者会議を開催し、作成した取組方針案を
県都市計画審議会に報告する旨を説明

R7年2月 県都市計画審議会に報告の上、策定（予定）

12



ご清聴
ありがとうございました
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